
　

第65回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

　

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

　

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

　

　

「連結株主資本等変動計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」および「個別注記
表」につきましては、法令および当社定款第14条の定めに基づき、当社ホームページ
（https://www.fujidie.co.jp）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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連結株主資本等変動計算書
　

　

(自至 2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

（単位：百万円）
　

株主資本
資本金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 164 18,621 △0 18,785
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479 △479
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 468 468

自 己 株 式 の 取 得 △129 △129
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）
当 期 変 動 額 合 計 － △11 △129 △140
当 期 末 残 高 164 18,609 △129 18,644
　

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括
利益累計額
合計

当 期 首 残 高 25 221 △62 184 18,969
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 468

自 己 株 式 の 取 得 △129
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額） 94 △101 18 11 11

当 期 変 動 額 合 計 94 △101 18 11 △128
当 期 末 残 高 119 119 △43 195 18,840

　

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 注 記 表
　

（自
至

2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

　
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記事項）
１ 連結の範囲に関する事項
すべての子会社を連結しております。
連結子会社の数 ７社
連結子会社の名称 新和ダイス株式会社

冨士シャフト株式会社
FUJILLOY（THAILAND）CO.,LTD.
富士模具貿易（上海）有限公司
PT.FUJILLOY INDONESIA
FUJILLOY INDIA PRIVATE LIMITED
FUJILLOY MALAYSIA SDN.BHD.

　
２ 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。
　
３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、FUJILLOY（THAILAND）CO.,LTD.、富士模具貿易（上海）有限
公 司、PT.FUJILLOY INDONESIA、FUJILLOY INDIA PRIVATE LIMITED、FUJILLOY
MALAYSIA SDN.BHD.の決算日は12月31日であります。
なお、連結計算書類の作成にあたり、同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
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４ 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等による時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定
しております。）
時価のないもの
移動平均法に基づく原価法

② たな卸資産
製品・仕掛品（完成粉末を除く）
主として個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿
価切下げの方法により算定しております。）
仕掛品（完成粉末）・原材料（原料粉末）
主として総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく
簿価切下げの方法により算定しております。）

　
（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法
（但し、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法に
よっております。）
なお、在外連結子会社につきましては、定額法によっております。
主な耐用年数は以下のとおりです。
建物及び構築物 15 ～ 50年
機械装置及び運搬具 12年
工具器具備品 5 ～ 10年

2021年05月26日 13時55分 $FOLDER; 4ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 4 ―

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
（なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）
によっております。）

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
（3）重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ
き額を計上しております。

③ 役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき
額を計上しております。

④ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく当連結会計年度末要支給
額を計上しております。

　
（4）退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に
帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
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② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理しております。

（5）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直
物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

　
（6）その他連結計算書類作成のための重要な事項

消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更）
１ 連結損益計算書

前連結会計年度において「営業外収益」の「補助金収入」に含めていた「雇用調整助
成金」は、重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記しております。
なお、前連結会計年度の「雇用調整助成金」は、１百万円であります。

２ 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31

日）を当連結会計年度から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載し
ております。
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（会計上の見積りに関する注記）
１ 仕掛品（完成粉末を除く）の評価

①連結計算書類に計上した金額
　 仕掛品 当連結会計年度 1,369百万円
　 うち仕掛品（完成粉末を除く） 当連結会計年度 650百万円

②見積り内容について連結計算書類の利用者の理解に資するその他の情報
ⅰ見積りの算出方法

仕掛品（完成粉末を除く、以下「仕掛品」）は主として個別法に基づく原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま
す。
過去の製造実績及び将来の製造計画を基礎として不採算率を算定し、将来不採算

となる可能性が高い仕掛品の取得原価と正味売却価額を⽐較し算出しております。

ⅱ見積りの算出に用いた主な仮定
当社グループは個別受注生産方式ですが、品種構成の多くがリピート品で構成さ

れており、受注残高の状況から稼働率や人件費等に重要な変動がないと仮定してい
るため、不採算率も同程度発生すると仮定しております。

ⅲ翌年度の連結計算書類に与える影響
新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度

の稼働率及び人件費等の変動が不採算率に影響を及ぼす可能性があります。
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（追加情報）
当社グループにおける新型コロナウイルス感染症の影響については、感染症の終息時期につ

いて予測をすることが困難であることから、本感染症の影響は2022年３月期の一定期間継続
するものの限定的であると仮定し、繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減損会計等の会計
上の見積りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌連結会計年度の当

社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があり
ます。

（連結貸借対照表に関する注記事項）
１ 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物及び構築物 325百万円
土地 273百万円
合計 599百万円

　
（2）担保に係る債務

当該担保に係る債務はありません。
なお、上記の物件は根抵当権（極度額は2,550百万円）が設定されております。

　
２ 有形固定資産の減価償却累計額 20,012百万円
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（連結損益計算書に関する注記事項）
１ 減損損失に関する注記事項

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
場所 用途 種類 減損損失(百万円)

福島県郡山市 遊休資産 土地 7

神奈川県秦野市 遊休資産 機械装置及び運搬具 1
当社グループは、原則として会社単位を基準にグルーピングを行っており、遊休資産

については個々の資産ごとにグルーピングを行っております。
当連結会計年度において、遊休資産のうち、時価が下落した資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失額として計上しました。
なお、土地の回収可能価額は固定資産税評価額を基準に算定した価額により評価して

おります。また、機械装置及び運搬具の回収可能価額については零として評価しており
ます。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記事項）
１ 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

　

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 20,000,000 － － 20,000,000
　

２ 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2020年６月23日
定時株主総会 普通株式 479 24.0 2020年３月31日 2020年６月24日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
　

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額（百万円）
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2021年６月23日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 435 22.0 2021年３月31日 2021年６月24日
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（金融商品に関する注記事項）
１ 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等を主とし、銀行借入により資金を
調達しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に従いリスク低減を図っ

ております。また投資有価証券は主に取引先企業との業務上の関係を有する企業の株式で
あり、定期的に時価や発行体の財務状況を確認する体制としております。
営業債務である支払手形及び買掛金は、その全てが１年以内の支払期日です。借入金の

うち短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。長期借入金及びファイナン
ス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの
であります。なお、借入金の金利は主に固定金利であります。

　
２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。な
お、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません
（（注２）を参照ください。）。

　

連結貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

（1）現金及び預金 5,577 5,577 －

（2）受取手形及び売掛金 2,938 2,938 －

（3）電子記録債権 984 984 －

（4）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 1,283 1,283 －

資産計 10,783 10,783 －

（1）支払手形及び買掛金 1,652 1,652 －

（2）短期借入金 28 28 －

（3）長期借入金 2 2 △0
（１年内返済予定の長期借入金含む）

負債計 1,683 1,683 △0
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
資 産
（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金、（3）電子記録債権

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

（4）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、譲渡性預金は短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似

していることから当該帳簿価額、株式は取引所の価格によっております。

負 債
（1）支払手形及び買掛金、（2）短期借入金

これらはすべて短期で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当
該帳簿価額によっております。

（3）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む）
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
　
（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

（単位：百万円）

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 10
　

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ
とから、「（4）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。

　
（１株当たり情報に関する注記事項）

１株当たり純資産額 951.48円
１株当たり当期純利益 23.49円

　
（重要な後発事象に関する注記事項）

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書
　

　

(自至 2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

(単位：百万円)
　

株主資本

資本金
利益剰余金

自己
株式

株主資本
合計利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合計特別償却

準備金
別途積立
金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 164 41 6 13,000 4,507 17,554 △0 17,718
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479 △479 △479
当 期 純 利 益 731 731 731
自 己 株 式 の 取 得 △129 △129
特別償却準備金取崩 △6 6 － －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 － － △6 － 257 251 △129 122
当 期 末 残 高 164 41 0 13,000 4,764 17,806 △129 17,840
　

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 9 9 17,728
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △479
当 期 純 利 益 731
自 己 株 式 の 取 得 △129
特別償却準備金取崩 －
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 73 73 73
当 期 変 動 額 合 計 73 73 195
当 期 末 残 高 83 83 17,924

　

（注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
　

（自
至

2020
2021

年
年
４
３
月
月
１
31
日
日）

　
（重要な会計方針に係る事項に関する注記事項）
１ 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式

移動平均法に基づく原価法
（2）その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理
し、売却原価は移動平均法により算定しております。）
時価のないもの
移動平均法に基づく原価法

　
２ たな卸資産の評価基準及び評価方法
（1）製品・仕掛品（完成粉末を除く）

個別法に基づく原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方
法により算定しております。）

（2）仕掛品（完成粉末）・原材料（原料粉末）
総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定しております。）
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３ 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

定率法
（但し、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016
年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によって
おります。）
主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 15 ～ 50年
構築物 10 ～ 30年
機械装置 12年
車輛運搬具 4 ～ 7年
工具器具備品 5 ～ 10年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
定額法
（なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に
よっております。）

（3）リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　
４ 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を
計上しております。

（2）賞与引当金
従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を
計上しております。
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（3）役員賞与引当金
役員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計
上しております。

（4）退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年
数（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。

　
５ その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異、未認識過去勤務費用の会計処理の方法
は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

（表示方法の変更）
１ 「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31
日）を当事業年度から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載してお
ります。
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（会計上の見積りに関する注記）
１ 仕掛品（完成粉末を除く）の評価

①計算書類に計上した金額
　 仕掛品 当事業年度 1,288百万円
　 うち仕掛品（完成粉末を除く） 当事業年度 569百万円

②見積り内容について計算書類の利用者の理解に資するその他の情報
ⅰ見積りの算出方法

仕掛品（完成粉末を除く、以下「仕掛品」）は主として個別法に基づく原価法
（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用しておりま
す。
過去の製造実績及び将来の製造計画を基礎として不採算率を算定し、将来不採算

となる可能性が高い仕掛品の取得原価と正味売却価額を⽐較し算出しております。

ⅱ見積りの算出に用いた主な仮定
当社は個別受注生産方式ですが、品種構成の多くがリピート品で構成されてお

り、受注残高の状況から稼働率や人件費等に重要な変動がないと仮定しているた
め、不採算率も同程度発生すると仮定しております。

ⅲ翌年度の計算書類に与える影響
新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌事業年度の稼

働率及び人件費等の変動が不採算率に影響を及ぼす可能性があります。
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（追加情報）
当社における新型コロナウイルス感染症の影響については、感染症の終息時期について予測

をすることが困難であることから、本感染症の影響は2022年３月期の一定期間継続するもの
の限定的であると仮定し、繰延税金資産の回収可能性や固定資産の減損会計等の会計上の見積
りを行っております。
なお、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は不確定要素が多く、翌事業年度の当社の

財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記事項）
１ 担保に供している資産及び担保に係る債務
（1）担保に供している資産

建物 325百万円
土地 273百万円
合計 599百万円

　
（2）担保に係る債務

当該担保に係る債務はありません。
なお、上記の物件は根抵当権（極度額は2,550百万円）が設定されております。

　
２ 有形固定資産の減価償却累計額 17,448百万円

　
３ 保証債務
下記の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとおり債務保証を行っております。
PT.FUJILLOY INDONESIA 29百万円

（3,890百万IDR)
合計 29百万円

　
４ 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 245百万円
短期金銭債務 45百万円
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（損益計算書に関する注記事項）
１ 関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 866百万円
仕入高 365百万円
販売費及び一般管理費 49百万円
営業取引以外の取引による取引高 380百万円

　
２ 減損損失

当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
場所 用途 種類 減損損失(百万円)

福島県郡山市 遊休資産 土地 7

神奈川県秦野市 遊休資産 機械装置 1
当社は、原則として事業用資産については、全社を一つのグループとし、遊休資産につ

いては個々の資産ごとにグルーピングを行っております。
当事業年度において、遊休資産のうち、時価が下落した資産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失額として計上しました。
なお、土地の回収可能価額は固定資産税評価額を基準に算定した価額により評価してお

ります。また、機械装置の回収可能価額については零として評価しております。
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（株主資本等変動計算書に関する注記事項）
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数
株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 36 199,035 － 199,071
　
（税効果会計に関する注記事項）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　

繰延税金資産
退職給付引当金 482百万円
賞与引当金 118 〃
たな卸資産評価損 24 〃
投資有価証券評価損 20 〃
関係会社株式評価損 117 〃
減損損失 12 〃
未払事業税 7 〃
その他 11 〃
繰延税金資産小計 794百万円
評価性引当額 △148 〃
繰延税金資産合計 646百万円

繰延税金負債
特別償却準備金 0百万円
その他有価証券評価差額金 13 〃
繰延税金負債合計 13百万円
繰延税金資産の純額 632百万円
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（１株当たり情報に関する注記事項）
１株当たり純資産額 905.23円
１株当たり当期純利益 36.65円

　
（重要な後発事象に関する注記事項）

該当事項はありません。
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